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自殺者の増加と医師の役割

加 藤 文 博
平成１０年自殺者が初めて３万人を越え以降も

高い数値が継続しています。これは交通事故の

死亡者数の三倍にあたり大きな社会問題になっ

ています。

９月１０日は世界自殺予防デーとなっており、

各地で自殺予防に関するフォーラムが行われて

います。また、昨年８月には自殺対策基本法が

施行され政府も積極的に自殺対策に乗り出して

きています。そこで今回は自殺者の動向と医師

の役割について考えていきたいと思います。

わが国の自殺死亡は表１にあるように、１９５０

年以降、１９５５年前後の第一の山と１９８５年前後の

第二の山が観察されていました。しかし平成１０

年これまで以上の急増がみられ、年間死亡数も

３１，７５５人と死亡統計始まって以来の高値を示し

ました。これは前年と比べて３５％増と急激なも

のであり、以降も現在に至るまで３万人を超え

る自殺死亡発生が継続しています。

今年６月に日医会館講堂において自殺予防研

修会が開催されました。日医ニュースによる

と、唐澤会長は「自殺予防には、さまざまな関

係者による取り組みが必要であり、日医として

も医療担当者から、自殺予防の先頭に立ちたい

と考えている」とあいさつし、ほかのコメンテ

ーターからは、「自殺が生じる背景には多くの

場合、うつ病をはじめとする精神疾患が存在し

ており、精神科を専門としない医療関係者にも

自殺予防について正しい知識を身につけてもら

う必要があるとしている。これはうつ症状を呈

する患者の多くは初診時に内科を受診すること

が多くその他の診療科でもうつ病患者が潜在し

表１ 厚生労働省 人口動態調査
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ておりうつ病患者を出来るだけ速く見つけ出

し、治療の起動に乗せることが、自殺予防につ

ながる」と指摘されています。

北海道でも９月８日に北海道自殺予防フォー

ラムが開催されました。道内の２００６年の自殺者

数は、１６６３人であり前年より８１人増えており、

これは都道府県別には東京、大阪に次ぐ三番目

の多さでした。東北は以前より自殺者の比率が

全国一高いことで知られています。道産業保健

センターと東北五県の産業保健センターによ

り、今年１月から２月にかけ同地域の９０００人を

対象に共同メンタルヘルス調査が行われまし

た。その結果、全体の１３．６％で治療が必要な重

症なうつと考えられ、そのうち、精神科または

心療内科に相談したことのある人は１割未満で

あったとの報告がありました。道産業保健セン

ターの三宅所長によると、「重症なうつと考え

られる人のうち約８％でほぼ毎日自殺を考えて

いると回答しており大変危険な状況にあること

を知ってもらいたい」と話されています。医師

の立場からうつ症状があったら早く専門医へ受

診するよう勧めることは現況からやむをえない

と思われます。しかし、現実に他科の医師がう

つを的確に診断し、精神科への受診を勧めると

いうのは現状からは相当厳しい話と考えられま

す。

先ほど述べたように政府も自殺対策基本法が

施行するなど、自殺対策に力を入れているよう

にみえます。基本理念４には「自殺対策は、

国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校、

自殺の防止等に関する活動を行う民間の団体そ

の他の関係する者の相互の密接な連携の下に実

施されなければならない。」とある。これはあ

たかも自殺者の増加は事業主や学校、周りの人

が自殺しそうな人に目が配られておらず、医師

も精神科との連携がないことを原因としている

ように思われます。

しかし、今回の自殺者の増加の主要な要因

は、政府の政策により会社の倒産や失業などが

増えたことが主な原因と考えられます。これは

表２にあるように平成１０年以降自営者、および

無職者、職業不詳者の増加が際立っていること

により容易に推測されます。また従業員による

過労も深刻で、先の自殺予防フォーラムで、

「過労によるうつ病などで自殺した人の労災認

年／職業 自営者 管理職 被雇用者 主婦・主夫 無職者 学生・生徒 不詳 合計

１９８０（Ｓ５５）年 ２，８９３ ３４０ ５，４９５ ２，４１８ ８，７８０ ６７３ ４４９ ２１，０４８

１９８５（Ｓ６０）年 ３，５８７ ４４９ ５，６６０ ２，４０２ １０，４６７ ５９２ ４４２ ２３，５９９

１９９０（Ｈ２）年 ２，３１７ ３５５ ４，９２５ ２，３４６ １０，４５６ ５０９ ４３８ ２１，３４６

１９９５（Ｈ７）年 ２，８１１ ４１１ ５，３３３ ２，２４９ １０，３５７ ６１７ ６６７ ２２，４４５

１９９６（Ｈ８）年 ２，７９０ ４７８ ５，３７４ ２，１７８ １０，９１９ ６１７ ７４８ ２３，１０４

１９９７（Ｈ９）年 ３，０２８ ５１６ ５，６９６ ２，１９１ １１，５９０ ６１７ ７５３ ２４，３９１

１９９８（Ｈ１０）年 ４，３５５ ７１３ ７，９６０ ２，６８４ １５，２６６ ８１８ １，０６７ ３２，８３６

１９９９（Ｈ１１）年 ４，２８０ ７２８ ７，８９０ ２，６８１ １５，４６７ ８２５ １，１７７ ３３，０４８

２０００（Ｈ１２）年 ４，３６６ ６９６ ７，３０１ ２，７６２ １４，９５９ ７５６ １，１１７ ３１，９５７

２００１（Ｈ１３）年 ４，１４９ ６９２ ７，３０７ ２，７０５ １４，４４３ ７４９ ９９７ ３１，０４２

２００２（Ｈ１４）年 ４，０８９ ７４５ ７，４７０ ２，８９６ １５，１１７ ６７３ １，１５３ ３２，１４３

２００３（Ｈ１５）年 ４，２１５ ７３５ ８，４７４ ２，７８１ １６，３０７ ７８８ １，１２７ ３４，４２７

２００４（Ｈ１６）年 ３，８５８ ６５４ ７，８９３ ２，６９０ １５，４６４ ７８４ ９８３ ３２，３２５

２００５（Ｈ１７）年 ３，７００ ６２９ ８，３１２ ２，７０５ １５，４０９ ８６１ ９３６ ３２，５５２

２００６（Ｈ１８）年 ３，５６７ ６２７ ８，１６３ ２，６５８ １５，４１２ ８８６ ８４２ ３２，１１５

表２ 職業別自殺者数の推移 警視庁統計より
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定がここ数年増加していることから長時間労働

や過重労働など労働環境の見直しが不可欠であ

る」とパネラーから指摘されたとおり、ここ数

年被雇用者の自殺が顕著に増えていることの裏

づけになると考えられます。自殺の原因も健康

問題はここ数年減少傾向にありますが、経済的

理由により自殺者の増加はいまだに増え続けて

います。

先の参議院選挙で自民党が大敗した大きな原

因は年金問題と考えられますが、地方と都市の

格差、貧富の格差といった格差社会が鮮明にな

っていることも大きな要因となりました。経済

政策を優先し民営化、自由化を促進してきたこ

とにより、社会的弱者を増加させていることは

言うまでもありません。特に中小企業の経営者

や運輸業界の疲弊は限界まで達しているように

思えます。また、医療費の自己負担増、さらに

国民健康保険の収入に対する比率の増加により

国民健康保険の加入率が低下し国民皆保険制度

の根幹を揺るがしてきています。先の年金問題

もあわせ社会保障の充実こそが自殺者の増加を

防ぐ抜本的な問題と考えられます。政府には格

差社会の是正や社会的弱者の救済といった社会

的背景を十分に考えてから自殺対策基本法を作

ることを考えてもらいたいものです。

（かとう皮フ科クリニック）
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